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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
(1) 連結経営指標等
 

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間 自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (千円) ― 693,599 ― 2,554,5951,413,276

経常損失 (千円) ― 346,449 ― 4,028,476655,481

中間(当期)純損失 (千円) ― 478,734 ― 4,164,6432,043,884

純資産額 (千円) ― 4,990,906 ― 5,690,732 ―

総資産額 (千円) ― 6,230,107 ― 7,735,643 ―

１株当たり純資産額 (円) ― 9.46 ― 10.78 ―

１株当たり中間
(当期)純損失金額

(円) ― 0.91 ― 14.98 3.87

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純
利益金額

(円) ― ─ ― ─ ─

自己資本比率 (％) ― 80.1 ― 73.6 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 120,800 ― 587,0524,555,851

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 608,208 ― 2,841△3,239,881

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △717,981 ― △2,105,555△1,359,204

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高

(千円) ― 61,563 ― 50,462 6,424

従業員数
(外、平均臨時雇用者
数)

(人)
―
(―)

3
(1)

―
(―)

12
(―)

―
(―)

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。
２  潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第76期中、第75期及び第76期は
潜在株式が存在しておらず、また１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりませ
ん。

３  第75期中においては四半期報告書を提出しており中間連結財務諸表は作成していないため、
第75期中の連結経営指標等については記載しておりません。

４  第76期は連結会計年度末において連結子会社が存在しないため、連結貸借対照表を作成して
おりません。そのため、連結貸借対照表に関する指標及び従業員数については記載しておりま
せん。

５  第77期中においては連結子会社が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間 自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (千円) ― 610,995520,4672,028,2141,330,671

経常利益又は経常損
失（△）

(千円) ― △278,55223,343△3,236,033△573,687

中間純利益又は中間
(当期)純損失（△）

(千円) ― △86,811116,730△5,318,911△1,840,896

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 88,00088,00011,475,87088,000

発行済株式総数 (株) ― 528,036,156528,036,156528,036,156528,036,156

純資産額 (千円) ― 4,999,1091,037,1505,351,2931,780,815

総資産額 (千円) ― 6,210,3341,111,3167,807,4212,353,263

１株当たり純資産額 (円) ― 9.47 1.97 10.14 3.37

１株当たり中間純利
益又は中間(当期)純
損失金額（△）

(円) ― △0.16 0.22 △19.14 △3.49

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純
利益金額

(円) ― ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 80.5 93.3 68.5 75.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 463,379 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 12,227 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △466,354 ― ―

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高

(千円) ― ― 15,636 ― ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者
数)

(人)
―
(―)

2
(1)

1
(―)

11
(―)

1
(―)

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。
２  潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第76期中、第75期及び第76期は
潜在株式が存在しておらず、また１株当たり中間（当期）純損失であるため、第77期中は潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

３  第75期中においては四半期報告書を提出しており中間財務諸表は作成していないため、第75
期中の経営指標等については記載しておりません。

４  第76期中は中間連結財務諸表を、第75期及び第76期は連結財務諸表を作成しているため、営業
活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッ
シュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高については記載しておりませ
ん。

５  持分法を適用した場合の投資利益については、第76期中は中間連結財務諸表を、第75期及び第
76期は連結財務諸表を作成しているため、第77期中は持分法の適用会社がないため記載してお
りません。
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２ 【事業の内容】
当中間会計期間における、当社が営む事業の内容の重要な変更は、以下のとおりであります。
 
(1) 事業内容の重要な変更

当社は、平成22年５月13日開催の当社取締役会において、融資事業からの撤退を決議いたしました。
 

 
３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。
 

 
 
４ 【従業員の状況】
 
(1) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人)
1

(―)
(注) １　従業員数は就業人員を記載しております。
２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。
３　臨時従業員は、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員は除いております。

 
 
(2) 労働組合の状況
労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】
(1) 業績
当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業収益が改善基調にあるもとで設備投資は徐々に持ち直し
の兆しがみられるものの、デフレの影響や雇用所得環境の悪化懸念から先行きには不透明感が強い状況と
なりました。また、欧州の財政危機をきっかけに金融市場は不安定な動きが続いており、いまだ金融危機か
ら本格的に脱却したとは言えない状況にあります。こうした経済の動向を受け、今後も投資姿勢の慎重化
は続くものと思われ、当社が営む投資事業におきましても依然として厳しい経営環境のもとに推移いたし
ました。
このような環境下、当社は前事業年度に掲げた施策を実施し、経営の再構築を進めてまいりました。
当中間会計期間は、販売用不動産の売却により借入金を完済し、財務体質の改善に取り組んでまいりま
した。さらに、徹底したコスト削減を継続し、安定的な収益基盤の構築に向け収益物件の購入について鋭意
検討を行っております。また、投資事業へのさらなる集中を図るべく、平成22年５月13日開催の当社取締役
会において融資事業からの撤退を決議し、投資事業の中核であるマカオ事業へ注力し、投資資金の回収と
利益の具現化に向け一層の強化を図っております。
この結果、当中間会計期間の売上高は５億20百万円（前年同期比14.8％減）、営業利益６百万円（前年
同期２億18百万円の営業損失）、経常利益23百万円（前年同期２億78百万円の経常損失）、中間純利益１
億16百万円（前年同期86百万円の中間純損失）となり前期の赤字から黒字に転換いたしました。
 
また、当社が営む投・融資事業は、これまで「投資事業」「融資事業」及び「その他投・融資事業」と
しておりましたが、当中間会計期間より融資事業を廃止したこと及び「セグメントの情報等の開示に関す
る会計基準」（企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第20号）に基づくマネジメント・アプローチの導入に伴い、投資事業を主たる業
務とする「有価証券投資事業」「不動産投資事業」及び「その他投資事業」の３つの報告セグメントに
区分いたしました。
なお、当中間会計期間における各事業の活動状況は、「第２　事業の状況　７　財政状態、経営成績及び
キャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおりであります。
 

 
(2) キャッシュ・フローの状況
当中間会計期間における現金及び現金同等物は、前会計年度末に比べ９百万円増加し、当中間会計期間
末には15百万円となりました。
当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)
営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益の計上や販売用不動産の売却により４億63百
万円の資金流入となりました。
 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)
投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収による収入により12百万円の資金流入となりまし
た。
 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)
財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出により４億66百万円の資金流出となり
ました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】
当社は投資事業活動を主たる業務としており、生産、受注及び販売形態をとっていないため、生産規模及び
受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。
このため、投資活動の詳細については、「第２ 事業の状況　７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況の分析」において記載しております。
 
 

３ 【対処すべき課題】
 
当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新に生じた課題は
ありません。
 
 

４ 【事業等のリスク】
 
前会計期間の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりでありま
す。なお、本文中の将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。
 
継続企業の前提に関する重要な疑義に係るリスクについて
 
当社は、当中間会計期間においては６百万円の営業利益を計上しておりますが、前事業年度まで継続的に
営業損失を計上しているため、引き続き継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。また、当中
間会計期間において販売用不動産の売却により借入金を完済したものの、取引先の業績の低迷から債権の回
収が滞っていることや、当社が行う投資事業の中核であるマカオ事業において、投資先会社によるホテル開
発用地の購入残金の調達が捗々しくないことにより、当社保有の転換社債型新株予約権付社債について多額
の評価損を計上する可能性があること等から、当社の財務活動及び今後の業績に重要な影響を及ぼす恐れが
あります。
当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
 
 

５ 【経営上の重要な契約等】
当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。
 
 

６ 【研究開発活動】
当中間会計期間において、該当事項はありません。
 
 

 
７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
本文中の将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。
 

(1) 経営成績の分析
当社の主たる事業である投資事業は、主として有価証券投資事業、不動産投資事業及びその他投資事業
の３つに区分されます。有価証券投資事業において、海外社債券、未公開株式等に投資する一方、不動産投
資事業においては、販売用不動産及び賃貸物件等への投資を行っております。

 
①有価証券投資事業
（有価証券投資活動の状況）
当中間会計期間の新規有価証券投資においては、案件の精査・検討を進めておりますが、具体的な投資
実行には至っておりません。

 
 
（有価証券投資関連損益の状況）
当中間会計期間は、営業投資有価証券の売却はありませんでした。また、保有する未公開株式について営
業投資有価証券評価損22万円を計上いたしました。
 
（営業投資有価証券残高の状況）
当中間会計期間における営業投資有価証券の残高は７億４百万円（前会計年度末は15億65百万）であ
り、主にマカオのリゾート地区開発事業会社が発行する転換社債型新株予約権付社債への投資を行ってお
ります。
前事業年度におきまして、前述のマカオ開発事業会社の転換社債について、保守的な見地から投資損失
見込額として為替差損を含むマイナス25億13百万円のその他有価証券評価差額金を計上しておりました
が、当中間会計期間においてマイナス８億60百万円を追加計上し、総額33億74百万円のその他有価証券評
価差額金をマイナス計上する結果となりましたが、今後も引き続き、投資の成功と投資資金の回収に向け
注力してまいります。
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（営業投資損失引当金の状況）
当社が行う投資事業の対象企業には、長期に渡り業績が低迷している企業もあり、投資先会社の業績の
悪化等により、当社グループにおいて投資損失が発生するおそれがあります。そのような投資損失に備え
るため、投資先会社の直近の業績等を考慮して、必要に応じて投資損失見込額を計上しております。
当中間会計期間におきましては、営業投資損失引当金の計上はありません。

 
②不動産投資事業
（不動産投資活動の状況）
当中間会計期間は、保有する全ての販売用不動産を売却いたしました。

 
（不動産投資関連損益の状況）
当中間会計期間は、販売用不動産売却額４億99百万円から販売用不動産売却原価４億62百万円を控除し
た総利益は37百万円となりました。一方、不動産賃料総利益は６百万円となり、その結果、不動産投資関連
損益は43百万円の利益となりました。

 

③その他投資事業

その他投資事業は、コンサルティング受託報酬及びファイナンス紹介手数料等により構成されておりま
す。当中間会計期間のその他投資事業売上高は、８百万となりました。
 
以上の結果、当社は当中間会計期間に６百万円の営業利益を計上し、業績改善に向けた各種施策の実施
により業績改善傾向にあります。しかしながら、「継続企業の前提に関する事項」に記載のとおり、前事業
年度までの継続した営業損失の発生や、事業資金に対する今後の資金繰り計画においては、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
当該状況に対する対応策と致しましては、マカオ事業でのキャピタルゲインの獲得を目指す一方、不動
産賃貸業をはじめとする安定的な収益基盤の構築に努め、財務体質の改善と収益力の向上に全力を注いで
まいる所存です。
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(2) 投資活動の状況

① 営業投資有価証券投資残高

   （単位：千円）

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

 (平成21年９月30日) (平成22年９月30日) (平成22年３月31日)

営業投資有価証券 3,350,764 704,395 1,565,012

営業投資損失引当金 ─ ─ ─

合  計 3,350,764 704,395 1,565,012

 

② 営業貸付金の状況

   （単位：千円）

 
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

(平成21年９月30日) (平成22年９月30日) (平成22年３月31日)

営業貸付金 531,000 ― 363,663

貸倒引当金 △296,823 ― △106,959

合　計 234,176 ― 256,703

　　　（注）当中間会計期間末における営業貸付金残高については、平成22年５月13日開催の当社取締役会において融資事
業からの撤退を決議したことにより短期貸付金に振替を行ったため、残高はありません。

 

③ 販売用不動産の状況

   （単位：千円）

 
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

(平成21年９月30日) (平成22年９月30日) (平成22年３月31日)

販売用不動産 1,021,231 ― 460,694

合  計 1,021,231 ― 460,694

　　　（注）当中間会計期間末における販売用不動産残高については、当中間会計期間において全て売却したため、残高はあ
りません。

 

(3) 財政状態の分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(イ)資産

流動資産は、前事業年度末に比べて52.3％減少し11億７百万円となりました。これは主として、借入金の

返済を目的に販売用不動産の売却を実行したことや、保守的な見地からその他有価証券評価差額金をマイ

ナス計上し営業投資有価証券残高が減少したこと等が主因であります。

固定資産は、前事業年度末に比べて88.0％減少し３百万円となりました。主な減少要因は、保証金を回収

したことや、長期貸付金に対して貸倒引当金を計上したためであります。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて52.8％減少し、11億11百万円となりました。

 

(ロ)負債

流動負債は、前事業年度に比べて86.3％減少し44百万円となり、また、固定負債は、前事業年度末に比べ

て88.0％減少し29百万円となりました。これらは主として、借入金の返済を行ったことによるものであり

ます。

この結果、総負債は、前事業年度末に比べて87.0％減少し、74百万円となりました。

(ハ)純資産

純資産は、前事業年度末に比べて41.8％減少し10億37百万円となりました。主な増減要因は、中間純利益

１億16百万円を計上したものの、その他有価証券評価差額金マイナス８億60百万円を追加計上したためで

あります。

EDINET提出書類

株式会社クオンツ(E01832)

半期報告書

 8/71



 

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要　(2) キャッシュ・フローの状況」に記載し

ております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】
 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
 
 
２ 【設備の新設、除却等の計画】
 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計
期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 912,144,624

計 912,144,624

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年12月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 528,036,156528,036,156非上場
単元株式数は

1,000株であります。

計 528,036,156528,036,156─ ─

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】
該当事項はありません。
 
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
該当事項はありません。
 

 
(4) 【ライツプランの内容】
該当事項はありません。

 
 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年４月１日～
平成22年９月30日

─ 528,036,156― 88,000 ― ―
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山田　恭太 東京都世田谷区 307,600 58.25

ファースト・メリット・グループ
・エル・ティー・ディー
（常任代理人　隼あすか法律事務
所）

Portcullis TrustNet Chambers,
P.O.Box 3444, Road Town,
Tortola,　British Virgin Islands
（千代田区霞ヶ関３丁目２－５）
 

52,000 9.85

タイフックセキュリティーズカン
パニーリミテッド７００７００
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行決済営業部）

25/F, Cosco Tower Grand 
Millenniun Plaza 183 Queen's
Foad
 Central Hong Kong
（中央区月島４丁目16－13）
 

20,026 3.79

山田　哲嗣 東京都世田谷区 12,584 2.38

株式会社クロニクル 東京都港区南青山２－27－20 11,315 2.14

山田　愛也 東京都世田谷区 5,600 1.06

大洞　龍明 岐阜市金竜町 3,090 0.58

光明寺 岐阜市金竜町３丁目９番地 2,430 0.46

小杉　信秋 東京都世田谷区 1,606 0.30

山田　修嗣 東京都世田谷区 1,400 0.26

播磨土建工業株式会社 赤穂郡上郡町上郡３７０ 1,400 0.26

計 ─ 419,051  

 
(7) 【議決権の状況】
① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式
等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式
等)

(自己保有株式)
普通株式
227,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
527,792,000

527,792 ─

単元未満株式
普通株式
17,156

― ─

発行済株式総数 528,036,156― ―

総株主の議決権 ― 527,792 ―

(注) 「単元未満株式」には、自己株式が187株含まれております。
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

（自己保有株式）
株式会社クオンツ

東京都港区赤坂
２丁目17番22号

227,000─ 227,000 0.04

計 ― 227,000─ 227,000 0.04

(注)  「自己株式等」の「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未
満株式が187株あります。なお、当該株式は、上表①の「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に
含まれております。

 
 
２ 【株価の推移】
当社は非上場でありますので、該当事項はありません。

 
 
３ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までに役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  中間財務諸表の作成方法について
(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大
蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。
　　なお、前中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸
表規則に基づいて作成しております。

 
(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令
第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。
　　なお、前中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則
に基づき、当中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等
規則に基づいて作成しております。
　
 
２  監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成21年４月１日から
平成21年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30
日まで）の中間財務諸表については、監査法人元和により中間監査を受け、当中間会計期間（平成22年４月
１日から平成22年９月30日まで）の中間財務諸表について、やよい監査法人により中間監査を受けておりま
す。
 
 
３  中間連結財務諸表について
当社は、当中間会計期間において子会社はありませんので、当中間会計期間（平成22年４月１日から平成
22年９月30日まで）は中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 61,563

営業未収入金 674,304

営業貸付金 531,000

未収営業貸付金利息 8,680

リース投資資産 2,802,099

営業投資有価証券 3,350,764

販売用不動産 ※2
 1,021,231

その他 18,801

貸倒引当金 △2,259,872

流動資産合計 6,208,573

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,884

無形固定資産 2,747

投資その他の資産

長期未収入金 46,105

その他 21,651

貸倒引当金 △51,854

投資その他の資産合計 15,902

固定資産合計 21,534

資産合計 6,230,107

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 674,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 194,773

未払法人税等 2,800

その他 138,487

流動負債合計 1,010,061

固定負債

長期借入金 ※2
 228,104

退職給付引当金 1,036

固定負債合計 229,140

負債合計 1,239,201
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（単位：千円）

前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

純資産の部

株主資本

資本金 88,000

資本剰余金 6,072,706

利益剰余金 △95,015

自己株式 △25,202

株主資本合計 6,040,488

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,049,582

為替換算調整勘定 －

評価・換算差額等合計 △1,049,582

純資産合計 4,990,906

負債純資産合計 6,230,107
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②【中間連結損益計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

売上高 693,599 1,413,276

売上原価 ※1
 624,367

※1
 1,513,709

売上総利益又は売上総損失（△） 69,232 △100,433

販売費及び一般管理費 ※2
 352,569

※2
 483,101

営業損失（△） △283,337 △583,534

営業外収益

受取利息 721 31,360

受取手数料 70 3,073

未払配当金戻入益 6,753 6,753

その他 1,166 1,143

営業外収益合計 8,711 42,330

営業外費用

支払利息 71,696 111,373

為替差損 － 803

その他 128 2,101

営業外費用合計 71,824 114,278

経常損失（△） △346,449 △655,481

特別利益

前期損益修正益 ※3
 4,000

※3
 4,000

債務免除益 535,948 535,948

貸倒引当金戻入額 54 －

子会社株式売却益 － 234,999

損害賠償金 － 3,032,808

その他 70 54

特別利益合計 540,073 3,807,811

特別損失

前期損益修正損 ※4
 5,968

※4
 5,968

固定資産除却損 ※5
 6,102

※5
 6,102

子会社株式売却損 621,784 621,784

投資有価証券売却損 13,969 13,969

リース投資資産除却損 － 1,399,095

貸倒引当金繰入額 － 3,123,517

その他 23,452 24,090

特別損失合計 671,277 5,194,528

税金等調整前中間純損失（△） △477,653 △2,042,199

法人税、住民税及び事業税 1,080 1,685

法人税等合計 1,080 1,685

中間純損失（△） △478,734 △2,043,884
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 11,475,870

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 △11,387,870

当中間期変動額合計 △11,387,870

当中間期末残高 88,000

資本剰余金

前期末残高 5,005,925

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 11,387,870

欠損填補 △10,321,089

当中間期変動額合計 1,066,780

当中間期末残高 6,072,706

利益剰余金

前期末残高 △9,931,696

当中間期変動額

欠損填補 10,321,089

中間純損失（△） △478,734

連結範囲の変動 △5,674

当中間期変動額合計 9,836,681

当中間期末残高 △95,015

自己株式

前期末残高 △25,202

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 △25,202

株主資本合計

前期末残高 6,524,897

当中間期変動額

中間純損失（△） △478,734

連結範囲の変動 △5,674

当中間期変動額合計 △484,408

当中間期末残高 6,040,488
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △784,210

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△265,371

当中間期変動額合計 △265,371

当中間期末残高 △1,049,582

為替換算調整勘定

前期末残高 △49,953

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

49,953

当中間期変動額合計 49,953

当中間期末残高 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △834,164

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△215,418

当中間期変動額合計 △215,418

当中間期末残高 △1,049,582

純資産合計

前期末残高 5,690,732

当中間期変動額

中間純損失（△） △478,734

連結範囲の変動 △5,674

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△215,418

当中間期変動額合計 △699,826

当中間期末残高 4,990,906
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △477,653 △2,042,199

減価償却費 1,309 2,512

貸倒引当金の増減額（△は減少） 84,975 1,823,039

退職給付引当金の増減額（△は減少） △75 △18

受取利息及び受取配当金 △721 △31,360

支払利息 71,696 111,373

為替差損益（△は益） △72 803

未払配当金戻入益 △6,753 △6,753

債務免除益 △535,948 △535,948

退職給付引当金戻入額 △70 －

固定資産除却損 6,102 6,102

子会社株式売却損益（△は益） 621,784 386,784

投資有価証券売却損益（△は益） 13,969 13,969

売上債権の増減額（△は増加） △184,974 443,904

販売用不動産の増減額（△は増加） 7,331 567,868

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 2,912 324,456

営業貸付金の増減額（△は増加） △327,000 △159,663

リース投資資産の増減額（△は増加） 486,511 3,288,610

未収消費税等の増減額（△は増加） △363 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 19,917 10,892

その他 408,794 413,150

小計 191,671 4,617,524

利息及び配当金の受取額 1,402 32,040

利息の支払額 △71,062 △92,504

法人税等の支払額 △1,210 △1,210

営業活動によるキャッシュ・フロー 120,800 4,555,851

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 547,394 547,394

貸付金の回収による収入 28,000 －

長期貸付けによる支出 － △3,827,461

長期貸付金の回収による収入 － 28,000

敷金及び保証金の回収による収入 44,487 △20,000

敷金及び保証金の差入による支出 － 44,487

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△11,672 ※2
 △13,192

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※2
 891

投資活動によるキャッシュ・フロー 608,208 △3,239,881
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 430,000 448,000

短期借入金の返済による支出 △196,000 △702,000

長期借入れによる収入 84,508 113,508

長期借入金の返済による支出 △15,427 △197,651

社債の償還による支出 △1,020,969 △1,020,969

配当金の支払額 △91 △91

財務活動によるキャッシュ・フロー △717,981 △1,359,204

現金及び現金同等物に係る換算差額 72 △803

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,101 △44,038

現金及び現金同等物の期首残高 50,462 50,462

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 61,563

※1
 6,424
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【継続企業の前提に関する事項】

前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

　当社グループは、前連結会計年度に3,715,003千
円、当中間連結会計期間に283,337千円の営業損
失を計上するとともに、前連結会計年度に
4,164,643千円の当期純損失を、当中間連結会計
期間においても478,734千円の中間純損失を計上
しております。
　当中間連結会計期間において、当社グループは
Nippon Equity Partners B.V.に対する社債の残
存額の弁済が完了し、社債の返済の際に生じた不
履行による期限の利益を喪失した状況は解消い
たしました。しかしながら、当該社債の完遂を目
的に追加の借入れを行ったこと等により、当社グ
ループにおける今後の資金繰りについては、依然
として保有資産の売却及び投下資金の回収が最
重要課題となっております。このような状況の
下、市場環境の影響により資産売却の遅延や売却
時期が不確実であること、リース料の回収におい
てリース先企業の業績が低迷していること等に
より、資産売却計画の進捗や債権の回収が予定通
り進まない場合、当社グループの業績や財政状態
に重要な影響を与える可能性があります。
　従いまして、継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような状況が存在しております。
　当社グループは、当該状況を解消すべく、保有す
る資産の売却による借入金の早期返済と投下資
金の回収を着実に実行し、更なるコスト削減と財
務体質の改善に取り組んでまいります。
　今後も、当社グループにおける事業構造の改善
を進め、マカオ事業への集中と事業の効率化を図
り、収益力の向上に努めてまいります。
　しかしながら、これらの対応策に関しては進捗
の途上であり、実現可能性に対する不透明感が払
拭できず、明確な方向性や関係者との最終的な合
意または決定等が得られていないため、現時点で
は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
　なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提とし
て作成しており、継続企業の前提に関する重要な
不確実性の影響を中間連結財務諸表に反映して
おりません。
 
 
 

　当社グループは、前連結会計年度において
3,715,003千円の営業損失、4,164,643千円の当
期純損失を計上し、当連結会計年度において
も、583,534千円の営業損失、2,043,884千円の
当期純損失を計上しております。
　また、当連結会計年度において、当社グループは
Nippon Equity Partners B.V.に対する社債の償
還が完了し、また、投資目的で行った借入れにつ
いても、保有資産の売却により順次返済を進めて
おります。
当連結会計年度の経済環境は当社が行う不
動産投資事業にも影響を与え、不動産賃料収入
の回収が遅延し、当該不動産に付随する借入金
の返済を一時停止せざるを得ず、期限の利益を
喪失しておりました。しかしながら、かかる状
況下、当社保有の不動産の売却と未収不動産賃
料の早急な回収に努め、平成22年５月31日付で
当該不動産を売却し、借入金は全額返済をして
おります。
また、当社が行うリース事業は当社グループ
の安定的な収入源でありましたが、期初より遅
延がちであったリース先企業からのリース料
の支払いが滞り、遂には当該企業の関連企業が
消費者庁より業務停止命令を受け社会的信用
の急激な失墜を生じたことにより、債権の回収
が非常に困難な状況となりました。当社は、
リース事業に係る多額な固定資産税及び消費
税等の支払に窮し、今後の回収可能性、採算性
等を含め事業継続の可否について検討した結
果、リース事業を廃止する結論に至りました。
当該状況は、当社の資金繰りに重要な影響を与
えております。
その結果、継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような状況が存在しております。
当社グループは、当該状況を解消すべく、保
有資産の売却を進め、借入金の早期返済による
利息負担の削減を図り、財務体質の改善に取り
組んでおります。また、これまでのグループ経
営から少数精鋭での経営への転換を図るべく、
保有する全ての子会社及び全ての関連会社株
式を譲渡し、管理コストの大幅な削減を実施
し、経営体制のスリム化による事業の効率化を
追求するとともに、今後の収益性、成長性が見
込めない事業の整理を推進してまいります。
このような方針のもと、平成22年５月13日開催の
当社取締役会において、当社が行う融資事業から
の撤退を決定し、今後は債権回収のみに注力し新
規融資を行わないことといたしました。
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前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

　
 
 
 

　今後は、当社の主要事業である投資事業の中
核であるマカオ事業への更なる注力化と不動
産賃貸業をはじめとする安定的な収益基盤の
構築に努めてまいる所存です。
しかしながら、これらの対応策に関しては実
行途上であり、現時点では継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められます。
なお、連結財務諸表は継続企業を前提として
作成しており、継続企業の前提に関する重要な
不確実性の影響を連結財務諸表に反映してお
りません。
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１  連結の範囲に関する
事項

(1) 連結子会社の数１社
主要な連結子会社の名称
株式会社安子の電話
　株式会社クオンツ・キャピ
タル、Quants Capital Asia
Limited、Quants Capital
(Hong Kong) Limited、
Leisure Entertainment
Properties Limited、有限会
社ＱＣバイアウト１号資事
業組合、有限会社ＱＣイン
キュベーション１号投資事
業組合は、当中間連結会計期
間におきまして保有する全
株式を売却したことに伴い、
平成21年４月１日をみなし
除外日として連結の範囲か
ら除外しております。

 

(1) 連結子会社の数　―社
株式会社クオンツ・キャピ
タル、Quants Capital Asia
Limited及び株式会社安子の
電話は、当社が保有する全株
式を売却したため連結の範囲
から除外しております。これ
に伴い、株式会社クオンツ・
キャピタルの子会社である有
限会社ＱＣバイアウト１号投
資事業組合及び有限会社ＱＣ
インキュベーション１号投資
事業組合、Quants Capital
Asia Limitedの子会社である
Quants Capital (Hong Kong)
Limited及びLeisure
Entertainment Properties
Limitedも同様に連結の範囲
から除外しております。
この結果、当連結会計年度
末には連結子会社が存在しな
いため、連結貸借対照表及び
連結株主資本等変動計算書は
作成せず、連結損益計算書及
び連結キャッシュ・フロー計
算書のみを作成しておりま
す。
なお、株式会社クオンツ・
キャピタル及びQuants
Capital Asia Limitedは平成
21年４月１日（みなし売却
日）に、株式会社安子の電話
は平成21年10月１日（みなし
売却日）に連結の範囲から除
外となっているため、連結損
益計算書及び連結キャッシュ
・フロー計算書に含まれる株
式会社安子の電話の会計期間
は平成21年４月１日から平成
21年９月30日まででありま
す。
 

 (2) 主要な非連結子会社の名称
等
該当事項はありません。

 

(2) 主要な非連結子会社の名称
等
同左
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項目
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

 (3) 他の会社等の議決権の過半
数を自己の計算において所
有しているにもかかわらず
子会社としなかった当該他
の会社等の名称等
該当事項はありません。

 

(3) 他の会社の議決権の過半数
を自己の計算において所有
しているにもかかわらず子
会社としなかった当該他の
会社等の名称等
イーチャージ・プロセシン
グ・サービス株式会社

（子会社としなかった理由）
　イーチャージ・プロセシン
グ・サービス株式会社は、平
成21年３月26日において破
産法の規定による破産手続
開始の決定を受け、かつ、有
効な支配従属関係が存在し
ないと認められたためであ
ります。

   

 (4) 投資事業組合等の連結の範
囲に関する取扱い
投資事業組合等は、支配力基
準及び影響力基準により連結
しております。
 

(4) 投資事業組合等の連結の範
囲に関する取扱い
同左
 

２  持分法の適用に関す
る事項

 

(1) 持分法を適用した関連会社
数
該当事項はありません。
Sun Innovation Holdings
Limitedは、当中間連結会計
期間におきまして保有する
全株式を売却したことに伴
い、平成21年４月１日をみな
し除外日として持分法適用
の範囲から除外しておりま
す。
 

 

(1) 持分法を適用した関連会社
数　
同左
　持分法適用関連会社であり
ましたSun Innovation
Holdings Limitedは、当社が
保有する全株式を売却した
ため、平成21年４月１日をみ
なし売却日として持分法適
用の範囲から除外しており
ます。

 (2) 持分法を適用しない非連結
子会社の名称
該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結
子会社の名称
同左

   

 (3) 他の会社の議決権の100分の
20以上、100分の50以下を自
己の計算において所有して
いるにもかかわらず関連会
社としなかった当該他の会
社等の名称等
該当事項はありません。

 

(3) 他の会社の議決権の100分の
20以上、100分の50以下を自
己の計算において所有して
いるにもかかわらず関連会
社としなかった当該他の会
社等の名称等
同左
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項目
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

 (4) 持分法の適用の手続につい
て特に記載する必要がある
と認められる事項
該当事項はありません。

 

(4) 持分法の適用の手続につい
て特に記載する必要がある
と認められる事項
同左

３　連結子会社の中間決
算日（事業年度）等
に関する事項

連結子会社の中間決算日は、中
間連結決算日と一致しておりま
す。
 

―――――

４  会計処理基準に関す
る事項

  

(1) 重要な資産の評価
基準及び評価方法

 

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等に
基づく時価法を採用してお
ります。(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により
算定)

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づ
く時価法を採用しておりま
す。(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定)

 時価のないもの
移動平均法による原価法を
採用しております。

時価のないもの
同左

  
②販売用不動産

個別法による原価法（収益
性の低下による簿価切下げ
の方法）を採用しておりま
す。
 

 
②販売用不動産

同左

 

(2) 重要な減価償却資
産の減価償却の方
法

①有形固定資産（リース資産を
除く）
定率法を採用しております。
主な耐用年数
建物　　　10～15年
器具備品　４～15年
 

①有形固定資産（リース資産を
除く）
同左
主な耐用年数
器具備品　４～20年

 ②無形固定資産（リース資産を
除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可
能期間(５年)に基づいておりま
す。
 

②無形固定資産（リース資産を
除く）
同左
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項目
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

 ③リース資産
所有権移転外ファイナンス
・リース取引に係るリース資
産については、リース期間を耐
用年数とし、残存価額をゼロと
して算定する定額法を採用し
ております。
 

③リース資産
同左

(3) 重要な引当金の計
上基準

 

①貸倒引当金
債権等の貸倒による損失に
備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しており
ます。
 

 

①貸倒引当金
同左

 ②退職給付引当金
従業員の退職給付の支払い
に充てるため、当中間連結会計
期間末における退職給付債務
の見込額に基づき、当中間連結
会計期間末において発生して
いると認められる金額を計上
しております。
 

②退職給付引当金
従業員の退職給付の支払い
に充てるため、当連結会計年度
末における退職給付債務の見
込額に基づき、当連結会計年度
末において発生していると認
められる金額を計上しており
ます。

(4) その他中間連結財
務諸表（連結財務
諸表）作成のため
の基本となる重要
な事項

 

①ファイナンス・リース取引に
係る売上高及び売上原価の計上
基準
リース料を収受すべき時に
売上高と売上原価を計上する
方法によっております。
 

①ファイナンス・リース取引に
係る売上高及び売上原価の計上
基準
同左

 

 ②消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計
処理は税抜方式によっておりま
す。
 

②消費税等の会計処理
同左

５  中間連結キャッシュ
・ フ ロ ー （ 連 結
キ ャ ッ シ ュ ・ フ
ロー）計算書におけ
る資金の範囲

手許現金、要求払い預金及び取
得日から３ヶ月以内に満期日の
到来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わ
ない短期的な投資からなってお
ります。
 

同左
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【注記事項】
(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

※１  有形固定資産の減価償却累計
額

8,646千円

 
※２  担保に供している資産
販売用不動産 1,021,231千円
担保に対応する債務

短期借入金 674,000千円
１年内返済予定の長期借入金 194,773千円
長期借入金 228,104千円

 
 
 

(中間連結損益計算書関係)
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

※１  通常の販売目的で保有する棚卸資産の収
益性の低下による簿価切下額
売上原価 7,331千円
  

 

※１  通常の販売目的で保有する棚卸資産の収
益性の低下による簿価切下額
売上原価 139,390千円
  

 
※２  販売費及び一般管理費の主要な科目及び
金額

決算株式事務費 10,323千円
貸倒引当金繰入額 91,198千円
役員報酬 53,169千円
従業員給与手当 16,440千円
減価償却費 1,309千円
業務委託費 107,517千円
のれん償却額 ―千円
租税公課 14,881千円

 

※２  販売費及び一般管理費の主要な科目及び
金額

決算株式事務費 15,497千円
貸倒引当金繰入額 106,795千円
役員報酬 94,839千円
従業員給料手当 22,125千円
減価償却費 2,512千円
業務委託費 120,688千円
のれん償却額 ―千円
租税公課 29,313千円
賃借料 35,647千円
  

 
※３　前期損益修正益の内容

過年度不動産賃貸売上高 4,000千円
 

※３　前期損益修正益の内容
過年度不動産賃貸売上高 4,000千円

 
※４　前期損益修正損の内容

業務委託費 5,968千円
 

※４　前期損益修正損の内容
業務委託費 5,968千円

 
※５　固定資産除却損の内容

建物附属設備 5,058千円
器具備品 1,043千円

 

※５　固定資産除却損の内容
建物附属設備 5,058千円
器具備品 1,043千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株)

当中間連結会計期
間

増加株式数（株)

当中間連結会計期
間

減少株式数（株)

当中間連結会計
期間末株式数（株)

発行済株式     

  普通株式 528,036,156 ─ ─ 528,036,156

合  計 528,036,156 ─ ─ 528,036,156

自己株式     

  普通株式 227,187 ─ ─ 227,187

合  計 227,187 ─ ─ 227,187

 
 

 
２  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
 

 

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの
該当事項はありません。

 
 

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中
間連結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係
現金及び預金勘定 61,563千円
預金期間が３ヶ月を超え
る
定期預金

―千円

現金及び現金同等物 61,563千円

 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係
現金及び預金勘定 6,424千円
預金期間が３ヶ月を超え
る
定期預金

―千円

現金及び現金同等物 6,424千円
 

２　　　　　　　―――――
 

※２  当連結会計年度に株式の売却により連結
子会社でなくなった会社の資産及び負債
の主な内訳

 

　　 　株式の売却により、㈱クオンツ・キャピタル
及び同社の連結子会社２社が連結子会社
でなくなったことに伴う売却時の資産及
び負債の内訳並びに、㈱クオンツ・キャピ
タルの売却価額と売却による収入は次の
とおりであります。

　　

流動資産 468,384千円

固定資産 26,000千円

流動負債 △9,506千円

固定負債 △449,252千円

連結範囲の変動 △727千円

子会社株式売却損 △19,898千円
子会社株式の売却価額 15,000千円
子会社の現金及び現金同等物 △ 14,108千円

差引：売却による収入 　891千円

  

 

 株式の売却により、Quants Capital
Asia Limited及び同社の連結子会社２社
が連結子会社でなくなったことに伴う売
却時の資産及び負債の内訳並びに、Quants
Capital Asia Limitedの売却価額と売却
による支出は次のとおりであります。

 

流動資産 321,036千円

固定資産 286,000千円

流動負債 △5,150千円

子会社株式売却損 △601,885千円
子会社株式の売却価額 0千円
子会社の現金及び現金同等物 △ 12,564千円

差引：売却による支出 　△12,564千円

  

 

EDINET提出書類

株式会社クオンツ(E01832)

半期報告書

30/71



 
前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

 

株式の売却により、㈱安子の電話が連結子会社
でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債
の内訳並びに、㈱安子の電話の売却価額と売却
による支出は次のとおりであります。

 
流動資産 9,994千円

固定資産 9,795千円

流動負債 △41,883千円

固定負債 △212,905千円

子会社株式売却益 234,999千円
子会社株式の売却価額 0千円
子会社の現金及び現金同等物 △628千円

差引：売却による支出 　△628千円

  
 

 
(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１  ファイナンス・リース取引
（借主側）

１  ファイナンス・リース取引
（借主側）

当社グループのリース契約は全て、契約１
件当たりの金額が３百万円以下のものであ
り重要性が乏しいため、記載を省略しており
ます。

 

同左

２  ファイナンス・リース取引
（貸主側）

２  ファイナンス・リース取引
（貸主側）

―――――
(1) リース投資資産の内訳
①流動資産
リース料債権部分 2,991,808千円
見積残存価額部分 ―千円
受取利息相当額 189,709千円
リース投資資産 2,802,099千円

 

 

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリー
ス料債権部分の中間連結会計期間末日後の
回収予定額
①流動資産

（単位：千円）

 リース債権
リース投資
資産

１年以内 1,121,9281,008,870

１年超２年以内 1,121,9281,058,627

２年超３年以内 747,952734,601

３年超４年以内 ─ ─

４年超５年以内 ─ ─

５年超 ─ ─
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(有価証券関係)
前中間連結会計期間末(平成21年９月30日)

１  その他の有価証券で時価のあるもの
該当事項はありません。

 
 
２  時価評価されていない主な有価証券

内　容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

営業投資有価証券に属するもの  

　非上場株式 3,424

　社　債 3,029,000

　投資事業組合等への出資 318,340

合　計 3,350,764

 
 

前連結会計年度末(平成22年３月31日)
当連結会計年度については、連結貸借対照表を作成していないため、財務諸表の注記事項として記載

しております。
 
 

 
 (デリバティブ取引関係)
前中間連結会計期間末(平成21年９月30日)
当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 
前連結会計年度末(平成22年３月31日)
当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
 

 
(ストック・オプション等関係)
前中間連結会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)
該当事項はありません。

 
前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)
該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

 
前中間連結会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

 
投・融資事業
(千円)

情報通信事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高      

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

607,30686,292693,599 ― 693,599

  (2) セグメント間の内
部
      売上高又は振替高

3,688 ― 3,688 (3,688) ─

計 610,99586,292697,288(3,688)693,599

営業費用 829,252155,196984,449(7,512)976,936

営業損失(△) △218,257△68,903△287,161 3,824△283,337

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　事業区分別の主要な役務

事業区分 主要役務

投・融資事業
投資事業（有価証券投資・不動産投資）、融資事業、リース事業、

その他投・融資事業

情報通信事業 国内及び国際電話サービス事業

３　事業区分の変更
　　　従来「その他の事業」に含めておりましたエンターテイメントメディア事業、商品調達・顧客
サービスサポート事業、プロモーション・イベント企画事業につきましては、当中間連結会計
期間において、当該事業を営んでいた当社の持分法適用関連会社でありましたSun Innovation
Holdings Limitedの全株式を売却したことに伴い、当社グループは「投・融資事業」、「情報
通信事業」の２事業区分に変更いたしました。
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前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

 
投・融資事業
(千円)

情報通信事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,326,98386,2921,413,276 ― 1,413,276

　(2) セグメント間の内
部
　　　売上高又は振替高

3,688 ― 3,688 （3,688） ─

計 1,330,67186,2921,416,964（3,688） 1,413,276

営業費用 1,847,308155,1962,002,505　（5,694） 1,996,810

営業損失(△) △516,636△68,903△585,540 　2,006△583,534

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　事業区分別の主要な役務

事業区分 主要役務

投・融資事業
投資事業（有価証券投資・不動産投資）、融資事業、リース事業、

その他投・融資事業

情報通信事業 国内及び国際電話サービス事業

３　営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費2,006千円の主なものは、当社
グループの管理部門等における経費であります。

 

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)
在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

 
前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)
在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

 
【海外売上高】
前中間連結会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)
海外売上高がないため、該当事項はありません。

 
前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 296,303 ― 296,303

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― 1,413,276

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 21.0 ― 21.0

(注)１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　各区分に属する主な国または地域
　　　アジア･･････香港、中国
３　海外売上高は、当社の奔放以外の国または地域における売上高であります。
４　当連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％以上となりましたので、海外売上高
を記載することといたしました。
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(１株当たり情報)

前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 9.46円
 

１株当たり純資産額 ―円
 

１株当たり中間純損失金額 0.91円
 

１株当たり当期純損失金額 3.87円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額
については、１株当たり中間純損失であり、また、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
については、１株当たり当期純損失であり、また、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。
また、１株当たり純資産額については、連結貸借
対照表を作成していないため記載しておりませ
ん。
 

 
(注)  １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額
（千円)

4,990,906 ─

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円)

─ ─

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額
（千円)

4,990,906 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末（期末）の普通株式の数
（千株)

527,808 ─

 
２．１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１

日
至  平成21年９月30日

)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１

日
至  平成22年３月31日

)

１株当たり中間（当期）純損失金額   

  中間（当期）純損失（△）    （千円) △478,734 △2,043,884

  普通株主に帰属しない金額
（千円)

─ ─

  普通株式に係る中間（当期）純損失（△）
（千円)

△478,734 △2,043,884

  普通株式の期中平均株式数
（千株)

527,808 527,808
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１　連結子会社における事業の休止について
　当社の連結子会社である株式会社安子の電話
は、平成21年10月30日開催の取締役会において、
事業の休止に関する決議を行い、平成21年11月
30日付で情報通信事業を一時休止しておりま
す。その概要は以下のとおりです。
1. 情報通信事業休止の理由
　株式会社安子の電話は、国内及び国際電話
サービスによる情報通信事業を営んでおりま
したが、新規利用者獲得が困難な状況が続い
たこと、国際的な金融不安の影響による電話
通話料収入の減少に伴う業績の悪化等によ
り、事業を継続するための資金を確保するこ
とができず、当社または関係会社等からの借
入れに依存する状態が続いておりました。こ
のような状況の下、当社グループを取り巻く
環境や財政状態を総合的に勘案した結果、グ
ループ全体における事業の再構築を行うにあ
たり、株式会社安子の電話が営む情報通信事
業を再稼働が可能な状態で一時休止すること
にいたしました。

2. 当該子会社の概要

(1)商号 株式会社安子の電話

(2)代表者 代表取締役　神山　鐘和

(3)所在地
東京都港区赤坂２丁目17番
21号

(4)
主な事業の内
容

情報通信事業

(5)設立年月日 平成12年５月12日

(6)資本金 100,000千円

(7)発行済株式数 94,800株

3. 内容
(1) 休止する事業

　　　情報通信事業
(2) 業績（平成21年９月30日現在）

 売上高 86,292千円

 営業損失 68,903千円

 経常損失 81,794千円

 中間純損失 54,268千円

4. 連結業績に与える影響額
　当該子会社の事業休止による連結業績への
影響及び営業活動等への影響は軽微でありま
す。

 
 

１　事業の撤退

当社は、平成22年５月13日開催の当社取締役
会において、当社が行う融資事業からの撤退を
決議いたしました。その概要は以下のとおりで
す。
　(1) その旨及び理由

企業構造の抜本的な見直しに伴い、経営資源
の効率化及び事業の成長性等を含め勘案した
結果、融資事業から撤退する結論に至りまし
た。
　(2) 撤退する事業の内容、規模（直近期の

売上高）
撤退する事業の内容：融資事業

平成22年３月期融資事業の売上高：34,830
千円

　(3) 撤退の時期

平成22年５月13日

　(4) 撤退が営業活動等へ及ぼす重要な影響等

融資事業からの撤退後は、投資事業の中核で
あるマカオ事業と不動産賃貸業に特化いたし
ます。
 

 
 
 

 
 
 
 
(2) 【その他】
　　　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前中間会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間会計期間末
（平成22年9月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成22年3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 60,934 15,636 6,424

営業未収入金 668,094 － 13,422

営業貸付金 531,000 － 363,663

未収営業貸付金利息 8,680 － 34,454

リース投資資産 2,802,099 － －

営業投資有価証券 3,350,764 704,395 1,565,012

販売用不動産 ※2
 1,021,231 － ※2

 460,694

短期貸付金 － 351,315 －

未収利息 － 49,378 －

前渡金 2,000 － 2,000

前払費用 6,057 31 1,004

未収入金 1,141 － 1,281

その他 6,460 － 1,705

貸倒引当金 △2,261,685 △12,877 △124,967

流動資産合計 6,196,779 1,107,880 2,324,694

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品（純額） ※1
 2,884

※1
 1,050

※1
 2,295

その他 0 0 0

有形固定資産合計 2,884 1,050 2,295

無形固定資産 2,747 1,185 2,133

投資その他の資産

関係会社株式 0 － －

投資有価証券 － 0 0

長期貸付金 － 3,808,861 3,808,861

長期未収入金 69,517 55,023

差入保証金 － － 20,000

破産更生債権等 214,974 4,106 4,106

その他 46,105 0 －

貸倒引当金 △253,156 △3,881,284 △3,863,851

投資その他の資産合計 7,923 1,200 24,140

固定資産合計 13,555 3,435 28,568

資産合計 6,210,334 1,111,316 2,353,263
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（単位：千円）

前中間会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間会計期間末
（平成22年9月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成22年3月31日）

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 674,000 － ※2

 230,000

株主、役員又は従業員からの短期借入金 － 10,300 6,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 194,773 － ※2

 22,546

未払金 14,669 10,467 25,036

未払費用 1,349 386 444

未払法人税等 605 1,530 1,210

預り金 21,731 158 1,611

その他 ※3
 75,661

※3
 21,724 38,032

流動負債合計 982,789 44,567 324,880

固定負債

長期借入金 ※2
 228,104 29,000 ※2

 247,108

退職給付引当金 330 598 458

固定負債合計 228,435 29,598 247,566

負債合計 1,211,224 74,166 572,447

純資産の部

株主資本

資本金 88,000 88,000 88,000

資本剰余金

資本準備金 － － －

その他資本剰余金 6,072,706 6,072,706 6,072,706

資本剰余金合計 6,072,706 6,072,706 6,072,706

利益剰余金

利益準備金 － － －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △86,811 △1,724,166 △1,840,896

利益剰余金合計 △86,811 △1,724,166 △1,840,896

自己株式 △25,202 △25,202 △25,202

株主資本合計 6,048,692 4,411,337 4,294,607

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,049,582 △3,374,186 △2,513,791

評価・換算差額等合計 △1,049,582 △3,374,186 △2,513,791

純資産合計 4,999,109 1,037,150 1,780,815

負債純資産合計 6,210,334 1,111,316 2,353,263
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年4月 1日
　至　平成22年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

売上高 610,995 520,467 1,330,671

売上原価 ※1
 505,137 470,739 ※1

 1,394,479

売上総利益又は売上総損失（△） 105,857 49,728 △63,808

販売費及び一般管理費 ※2
 324,115

※2
 43,258

※2
 452,828

営業利益又は営業損失（△） △218,257 6,469 △516,636

営業外収益

受取利息 653 20,327 43,371

為替差益 72 － －

受取手数料 2,076 － 5,079

未払配当金戻入益 6,753 － 6,753

その他 1,093 137 1,143

営業外収益合計 10,649 20,464 56,347

営業外費用

支払利息 70,919 1,999 110,595

為替差損 － 159 803

その他 26 1,431 1,999

営業外費用合計 70,945 3,590 113,398

経常利益又は経常損失（△） △278,552 23,343 △573,687

特別利益

前期損益修正益 ※3
 4,000 － ※3

 4,000

債務免除益 507,782 839 507,782

関係会社株式売却益 369,748 － 369,748

貸倒引当金戻入額 － 94,655 －

損害賠償金 － － 3,032,808

その他 70 － －

特別利益合計 881,602 95,495 3,914,340

特別損失

前期損益修正損 ※4
 5,968 － ※4

 5,968

固定資産除却損 ※5
 6,102

※5
 1,503

※5
 6,102

関係会社株式売却損 621,784 － 621,784

リース投資資産除却損 － － 1,399,095

貸倒引当金繰入額 31,469 － 3,123,517

その他 23,931 － 23,871

特別損失合計 689,256 1,503 5,180,339

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △86,206 117,335 △1,839,686

法人税、住民税及び事業税 605 605 1,210

法人税等合計 605 605 1,210

中間純利益又は中間純損失（△） △86,811 116,730 △1,840,896
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年4月 1日
　至　平成22年9月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 11,475,870 88,000 11,475,870

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 △11,387,870 － △11,387,870

当中間期変動額合計 △11,387,870 － △11,387,870

当中間期末残高 88,000 88,000 88,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 400,000 － 400,000

当中間期変動額

準備金から剰余金への振替 △400,000 － △400,000

当中間期変動額合計 △400,000 － △400,000

当中間期末残高 － － －

その他資本剰余金

前期末残高 4,605,925 6,072,706 4,605,925

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 11,387,870 － 11,387,870

準備金から剰余金への振替 400,000 － 400,000

欠損填補 △10,321,089 － △10,321,089

当中間期変動額合計 1,466,780 － 1,466,781

当中間期末残高 6,072,706 6,072,706 6,072,706

資本剰余金合計

前期末残高 5,005,925 6,072,706 5,005,925

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 11,387,870 － 11,387,870

欠損填補 △10,321,089 － △10,321,089

当中間期変動額合計 1,066,780 － 1,066,780

当中間期末残高 6,072,706 6,072,706 6,072,706

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 10,525 － 10,525

当中間期変動額

欠損填補 △10,525 － △10,525

当中間期変動額合計 △10,525 － △10,525

当中間期末残高 － － －

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △10,331,615 △1,840,896 △10,331,615
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年4月 1日
　至　平成22年9月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当中間期変動額

欠損填補 10,331,615 － 10,331,615

中間純利益又は中間純損失（△） △86,811 116,730 △1,840,896

当中間期変動額合計 10,244,804 116,730 8,490,718

当中間期末残高 △86,811 △1,724,166 △1,840,896

利益剰余金合計

前期末残高 △10,321,089 △1,840,896 △10,321,089

当中間期変動額

欠損填補 10,321,089 － 10,321,089

中間純利益又は中間純損失（△） △86,811 116,730 △1,840,896

当中間期変動額合計 10,234,278 116,730 8,480,192

当中間期末残高 △86,811 △1,724,166 △1,840,896

自己株式

前期末残高 △25,202 △25,202 △25,202

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 △25,202 △25,202 △25,202

株主資本合計

前期末残高 6,135,504 4,294,607 6,135,504

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △86,811 116,730 △1,840,896

当中間期変動額合計 △86,811 116,730 △1,840,896

当中間期末残高 6,048,692 4,411,337 4,294,607

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △784,210 △2,513,791 △784,210

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △265,371 △860,395 △1,729,580

当中間期変動額合計 △265,371 △860,395 △1,729,580

当中間期末残高 △1,049,582 △3,374,186 △2,513,791

評価・換算差額等合計

前期末残高 △784,210 △2,513,791 △784,210

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △265,371 △860,395 △1,729,580

当中間期変動額合計 △265,371 △860,395 △1,729,580

当中間期末残高 △1,049,582 △3,374,186 △2,513,791
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年4月 1日
　至　平成22年9月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

純資産合計

前期末残高 5,351,293 1,780,815 5,351,293

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △86,811 116,730 △1,840,896

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △265,371 △860,395 △1,729,580

当中間期変動額合計 △352,183 △743,665 △3,570,477

当中間期末残高 4,999,109 1,037,150 1,780,815
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成22年4月 1日
　至　平成22年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 117,335

減価償却費 689

貸倒引当金の増減額（△は減少） △94,655

退職給付引当金の増減額（△は減少） 139

受取利息及び受取配当金 △20,327

支払利息 1,999

為替差損益（△は益） 159

債務免除益 △839

固定資産除却損 1,503

販売用不動産の増減額（△は増加） 460,694

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 220

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,140

その他 △12,896

小計 458,163

利息及び配当金の受取額 5,500

法人税等の支払額 △284

営業活動によるキャッシュ・フロー 463,379

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付けによる支出 △2,591

短期貸付金の回収による収入 14,819

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,227

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 18,500

短期借入金の返済による支出 △244,200

長期借入金の返済による支出 △240,654

財務活動によるキャッシュ・フロー △466,354

現金及び現金同等物に係る換算差額 △39

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,212

現金及び現金同等物の期首残高 6,424

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 15,636
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【継続企業の前提に関する事項】

前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

　 当 社 は 、 前 事 業 年 度 に
3,204,511千円、当中間会計期
間に218,257千円の営業損失
を計上するとともに、前事業
年度に5,318,911千円の当期
純損失を、当中間会計期間に
おいても86,811千円の中間純
損失を計上しております。
　当中間会計期間において、当
社はNippon Equity Partners
B.V.に対する社債の残存額の
弁済が完了し、社債の返済の
際に生じた不履行による期限
の利益を喪失した状況は解消
いたしました。しかしながら、
当該社債の完遂を目的に追加
の借入れを行ったこと等によ
り、当社における今後の資金
繰りについては、依然として
保有資産の売却及び投下資金
の回収が最重要課題となって
おります。このような状況の
下、市場環境の影響により資
産売却の遅延や売却時期が不
確実であること、リース料の
回収においてリース先企業の
業績が低迷していること等に
より、資産売却計画の進捗や
債権の回収が予定通り進まな
い場合、当社の業績や財政状
態に重要な影響を与える可能
性があります。
　従いまして、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるよ
うな状況が存在しておりま
す。
　当社は、当該状況を解消すべ
く、保有する資産の売却によ
る借入金の早期返済と投下資
金の回収を着実に実行し、更
なるコスト削減と財務体質の
改善に取り組んでまいりま
す。
　今後も、当社における事業構
造の改善を進め、マカオ事業
への集中と事業の効率化を図
り、収益力の向上に努めてま
いります。

　当社は、当中間会計期間にお
いては６百万円の営業利益を
計上しておりますが、前事業
年度まで継続的に営業損失を
計上しているため、引き続き
継続企業の前提に関する重要
な疑義が存在しております。

また、当中間会計期間にお
いて販売用不動産の売却によ
り借入金を完済したものの、
取引先の業績の低迷から債権
の回収が滞っていることや、
当社が行う投資事業の中核で
あるマカオ事業において、投
資先会社によるホテル開発用
地の購入残金の調達が捗々し
くないことにより、当社保有
の転換社債型新株予約権付社
債について多額の評価損を計
上する可能性があること等か
ら、当社の財務活動及び今後
の業績に重要な影響を及ぼす
恐れがあります。

当該状況により、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさ
せるような状況が存在してお
ります。

当社は、当該状況を解消す
べく、投資事業の中核である
マカオ事業へ注力し、投資資
金の回収と利益の具現化に向
け一層の強化を図るとともに
、不動産賃貸業をはじめとす
る安定的な収益基盤の構築に
努めております。

　しかしながら、これらの対応
策に関しては実行途上であ
り、現時点では継続企業の前
提に関する重要な不確実性が
認められます。

なお、中間財務諸表は、継続
企業を前提として作成してお
り、継続企業の前提に関する
重要な不確実性の影響を財務
諸表に反映しておりません。

　当社は、前事業年度において
3,204,511千円の営業損失、
5,318,911千円の当期純損失
を計上し、当事業年度におい
ても、516,636千円の営業損
失、1,840,896千円の当期純損
失を計上しております。
また、当事業年度において、
当社はNippon Equity
Partners B.V.に対する社債
の償還が完了し、また、投資目
的の為に行った借入れについ
ても、保有資産の売却により
順次返済を進めております。
　当事業年度の経済環境は当
社が行う不動産投資事業にも
影響を与え、不動産賃料収入
の回収が遅延し、当該不動産
に付随する借入金の返済を一
時停止せざるを得ず、期限の
利益を喪失しておりました。
しかしながら、かかる状況下、
当社保有の不動産の売却と未
収不動産賃料の早急な回収に
努め、平成22年５月31日付で
当該不動産を売却し、借入金
は全額返済をしております。
　また、当社が行うリース事業
は当社の安定的な収入源であ
りましたが、期初より遅延が
ちであったリース先企業から
のリース料の支払いが滞り、
遂には当該企業の関連企業が
消費者庁より業務停止命令を
受け社会的信用の急激な失墜
を生じたことにより、債権の
回収が非常に困難な状況とな
りました。
　当社は、リース事業に係る多
額な固定資産税及び消費税等
の支払に窮し、今後の回収可
能性、採算性等を含め事業継
続の可否について検討した結
果、リース事業を廃止する結
論に至りました。
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前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

　しかしながら、これらの対応
策に関しては進捗の途上であ
り、実現可能性に対する不透
明感が払拭できず、明確な方
向性や関係者との最終的な合
意または決定等が得られてい
ないため、現時点では継続企
業の前提に関する重要な不確
実性が認められます。
　なお、中間財務諸表は継続企
業を前提として作成してお
り、継続企業の前提に関する
重要な不確実性の影響を中間
財務諸表に反映しておりませ
ん。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

 

 

 

　当該状況は、当社の資金繰り
に重要な影響を与えておりま
す。
　その結果、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるよう
な状況が存在しております。
　当社は、当該状況を解消すべ
く、保有資産の売却を進め、借
入金の早期返済による利息負
担の削減を図り、財務体質の
改善に取り組んでおります。
また、これまでのグループ経
営から少数精鋭での経営への
転換を図るべく、保有する全
ての子会社及び全ての関連会
社株式を譲渡し、管理コスト
の大幅な削減を実施し、経営
体制のスリム化による事業の
効率化を追求するとともに、
今後の収益性、成長性が見込
めない事業の整理を推進して
まいります。
　このような方針のもと、平成
22年５月13日開催の当社取締
役会において、当社が行う融
資事業からの撤退を決定し、
今後は債権回収のみに注力し
新規融資を行わないこととい
たしました。

　今後は、当社の主要事業であ
る投資事業の中核であるマカ
オ事業への更なる注力化と不
動産賃貸業をはじめとする安
定的な収益基盤の構築に努め
てまいる所存です。

　しかしながら、これらの対応
策に関しては実行途上であ
り、現時点では継続企業の前
提に関する重要な不確実性が
認められます。
　なお、財務諸表は、継続企業
を前提として作成しており、
継続企業の前提に関する重要
な不確実性の影響を財務諸表
に反映しておりません。
 

EDINET提出書類

株式会社クオンツ(E01832)

半期報告書

45/71



 
【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前中間会計期間

(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１ 資産の評価基
準及び評価
方法

 
 

 

(1)  有価証券
①子会社株式
移動平均法によ
る原価法を採用し
ております。

 

(1)  有価証券
①　―――――
 

 

(1)  有価証券
①　　―――――
 

 ②その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市
場価格等に基づく
時価法を採用して
おります。(評価差
額は全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により算
定)

②その他有価証券
時価のあるもの
同左

②その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価
格等に基づく時価
法を採用しており
ます。(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定)

 時価のないもの
移動平均法によ
る原価法を採用し
ております。

 

時価のないもの
同左

 

時価のないもの
同左

 (2)  販売用不動産
個別法による原
価法（収益性の低
下による簿価切下
げの方法）を採用
しております。
 

(2)  販売用不動産
同左

(2)  販売用不動産
同左
 
 
 

２ 固定資産の減
価償却の方法
 

 (1) 有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法を採用し
ております。
主な耐用年数
器具備品４～15年

 

 (1) 有形固定資産
(リース資産を除く)

同左
主な耐用年数
器具備品４～20年

 

 (1) 有形固定資産
(リース資産を除く)

同左
主な耐用年数
器具備品４～20年

 (2) 無形固定資産
(リース資産を除く)

ソフトウェア(
自社利用)につい
ては、社内におけ
る利用可能期間(
５年)に基づく定
額法を採用してお
ります。
 

(2) 無形固定資産
(リース資産を除く)

同左

(2) 無形固定資産
(リース資産を除く)

同左
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項目
前中間会計期間

(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

 (3) リース資産
　所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産に
ついては、リース期間
を耐用年数とし、残存
価額をゼロとして算
定する定額法を採用
しております。
 

(3) リース資産
　　　同左

(3) リース資産
同左

 

３  引当金の計
上基準

 
 

(1)  貸倒引当金
債権等の貸倒に
よる損失に備える
ため、一般債権に
ついては貸倒実績
率により、貸倒懸
念債権等特定の債
権については回収
可能性を勘案し、
回収不能見込額を
計上しておりま
す。

 

(1)  貸倒引当金
同左

 

(1)  貸倒引当金
同左

 (2)  退職給付引当金
従業員の退職給
付の支払に充てる
ため、当中間会計
期間末における退
職給付債務の見込
額に基づき、当中
間会計期末におい
て発生していると
認められる金額を
計上しておりま
す。

 

(2)  退職給付引当金
同左

 

(2)  退職給付引当金
従業員の退職給
付の支払に充てる
ため、当事業年度
末における退職給
付債務の見込額に
基づき、当事業年
度末において発生
していると認めら
れる金額を計上し
ております。

 

 
４  収益及び費
用の計上基
準

 
 

ファイナンス・リース
取引に係る売上高及び
売上原価の計上基準
リース料を収受す
べき時に売上高と売
上原価を計上する方
法によっております。

ファイナンス・リース
取引に係る売上高及び
売上原価の計上基準
同左

ファイナンス・リース
取引に係る売上高及び
売上原価の計上基準
同左
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項目
前中間会計期間

(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

５ 中間キャッ
シ ュ ・ フ
ロー計算書
における資
金の範囲

 
 

―――――
 
 

手許現金、要求払い
預金及び取得日から
３ヶ月以内に満期日
の到来する流動性の
高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の
変動について僅少な
リスクしか負わない
短期的な投資から
なっております。

―――――
 
 

６  その他中間
財務諸表(財務諸
表)作成のための
基本となる重要
な事項
 

消費税等の会計処理
消費税及び地方消
費税の会計処理は、税
抜方式によっており
ます。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更】

前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

―――――
 

（資産除去債務に関する会計基
準の適用）

　当中間会計期間より、「資産除
去債務に関する会計基準」（企
業会計基準第18号　平成20年３
月31日）及び「資産除去債務に
関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第21号
　平成20年３月31日）を適用し
ております。

　これによる営業利益、経常利
益、税引前中間純利益に影響は
ありません。
 

―――――
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【注記事項】
(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却
累計額　     8,646千円
 

※１有形固定資産の減価償却
累計額　     2,369千円

 

※１有形固定資産の減価償却
累計額　     9,235千円

 
※２担保に供している資産
販売用不動産1,021,231千円
担保に対応する債務
短期借入金　　674,000千円
１年内返済予定の長期借入金

194,773千円
長期借入金　　228,104千円
 

２　　　―――――
 

※２担保に供している資産
販売用不動産　460,694千円
担保に対応する債務
短期借入金　　230,000千円
１年内返済予定の長期借入金

22,546千円
長期借入金　　218,108千円
 
 

※３  消費税等の取扱い
　仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺のうえ、流動
負債の「その他」に含め
て表示しております。

 

※３  消費税等の取扱い
　同左

 

　３  　　―――――
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

※１通常の販売目的で保有す
る棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 7,331千円

 

１　　　―――――
 
 
 
 
 

※１通常の販売目的で保有す
る棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額
売上原価 139,390千円

 

※２販売費及び一般管理費の
主なもの

決算株式事務費 10,323千円

貸倒引当金繰入
額

93,011千円

役員報酬 43,269千円

従業員給与手当 9,562千円

減価償却費 1,309千円

業務委託費 101,880千円

租税公課 14,596千円

 
 

※２販売費及び一般管理費の
主なもの

従業員給与手当 4,400千円

賃借料 14,610千円

業務委託費 12,927千円

旅費交通費 2,830千円

租税公課 2,411千円

 

※２販売費及び一般管理費の
主なもの

決算株式事務費 15,497千円

貸倒引当金繰入
額

106,790千円

役員報酬 84,939千円

従業員給与手当 15,775千円

減価償却費 2,512千円

業務委託費 115,051千円

租税公課 29,028千円

 
 

※３　前期損益修正益の内容
過年度不動産賃
貸売上高

4,000千円

 

　３　　　―――――
 

※３　前期損益修正益の内容
過年度不動産賃
貸売上高

4,000千円

 

※４　前期損益修正損の内容
業務委託費 5,968千円

 

　４　　　―――――
  
 

※４　前期損益修正損の内容
業務委託費 5,968千円

 
※５　固定資産除却損の内容
建物附属設備 5,058千円
器具備品 1,043千円

 

※５固定資産除却損の内容
器具備品 1,058千円
ソフトウェア 445千円

 

※５　固定資産除却損の内容
建物附属設備 5,058千円
器具備品 1,043千円

 
　６  減価償却実施額
有形固定資産 695千円

無形固定資産 613千円

 

　６  減価償却実施額
有形固定資産 186千円

無形固定資産 503千円

 

　６  減価償却実施額
有形固定資産 1,285千円

無形固定資産 1,227千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株)

当中間会計期間
増加株式数（株)

当中間会計期間
減少株式数（株)

当中間会計期間末
株式数（株)

  普通株式（注） 227,187 ─ ─ 227,187

合  計 227,187 ─ ─ 227,187

 

当中間会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株)

当中間会計期間
増加株式数（株)

当中間会計期間
減少株式数（株)

当中間会計期間末
株式数（株)

発行済株式     

  普通株式 528,036,156 ─ ─ 528,036,156

合  計 528,036,156 ─ ─ 528,036,156

自己株式     

  普通株式 227,187 ─ ─ 227,187

合  計 227,187 ─ ─ 227,187

 
 
２  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるも

の
該当事項はありません。

 

前事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株)

当中間会計期間
増加株式数（株)

当中間会計期間
減少株式数（株)

当中間会計期間末
株式数（株)

  普 通 株 式
（注）

227,187 ─ ─ 227,187

合  計 227,187 ─ ─ 227,187
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

当中間会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中
間貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係
現金及び預金勘定 15,636千円

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金

―千円

現金及び現金同等物 15,636千円
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１  ファイナンス・リース取
引

（借主側）

１  ファイナンス・リース取
引

（借主側）

１  ファイナンス・リース取
引

（借主側）
当社のリース契約は全
て、契約１件当たりの金額
が３百万円以下のもので
あり重要性が乏しいため、
記載を省略しております。

 

同左 同左

２  ファイナンス・リース取
引

（貸主側）

２  ファイナンス・リース取
引

（貸主側）

２  ファイナンス・リース取
引

（貸主側）
(1) リース投資資産の内訳
①流動資産

リース料債権部分 2,991,808千円

見積残存価額部分 ―千円

受取利息相当額 189,709千円

リース投資資産 2,802,099千円

 

――――― ―――――

(2) リース債権及びリース投
資資産に係るリース料債
権部分の中間会計期間末
日後の回収予定額
①流動資産

（単位：千円）

 リース債権
リース
投資資産

１年以内 1,121,9281,008,870

１年超
２年以内

1,121,9281,058,627

２年超
３年以内

747,952734,601

３年超
４年以内

─ ─

４年超
５年以内

─ ─

５年超 ─ ─
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(金融商品関係)

当中間会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

 

　金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注2
）をご参照ください。）

（単位：千円）

 
中間貸借対照表
計上額

時　価 差　額

(1)現金及び預金 15,636 15,636 ―

(2)営業投資有価証券    

　 ①その他有価証券 ― ― ―

(3)短期貸付金 351,315   

貸倒引当金(※) △10,681   

 340,634 340,634 ―

(4)長期貸付金 3,808,861   

貸倒引当金(※) △3,808,861   

 ― ― ―

(5)長期未収入金 69,517   

　貸倒引当金（※） △68,317   

 1,200 1,200 ―

(6)破産更生債権等 4,106   

貸倒引当金（※） △4,106   

 ― ― ―

資産計 357,471 357,471 ―

(1)株主、役員又は従業
員からの短期借入金

10,300 10,300 ―

(2)長期借入金 29,000 29,000 ―

負債計 39,300 39,300 ―

(※)一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
 

（注１）金融商品の時価算定並びに有価証券に関する事項
資　産
(1)現金及び預金
預金は全て満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
 
(2)営業投資有価証券
当中間会計期間末において時価のあるその他有価証券残高はありません。
 
(3)短期貸付金
短期貸付金は、当該融資先企業の信用状況、期間及び貸出条件等に基づき当社の規定に則した固定金利
により融資を行うため、原則、市場金利の変動には影響を受けません。そのため、時価は帳簿価額と近似し
ており、当該価額をもって時価としております。
 
(4)長期貸付金、(5)長期未収入金及び(6)破産更正債権等
長期貸付金、長期未収入金及び破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸
倒見積高を算定しているため、時価は中間貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似して
おり、当該価額をもって時価としております。
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負　債
(1)株主、役員又は従業員からの短期借入金
役員又は従業員からの短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。
 
(2)長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考
えられるため、当該帳簿価額によっております。
 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「資産(4)①その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：千円）

区　分 中間貸借対照表計上額

非上場株式(※1)(※2) 0

非上場会社の転換社債(※1) 704,395

(※1)市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象としてお
りません。

(※2)当中間会計期間において、非上場株式について22万円減損処理を行っております。
 
 

前事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

　
（追加情報）
　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品
の時価開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

 
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社は、投・融資事業を主たる事業としており、間接金融のほか、直接金融により投資資金の調達を行ってお
ります。
有価証券投資では、主にマカオのリゾート地区開発事業会社が発行する転換社債型新株予約権付社債への投
資を行っており、配当及びキャピタルゲインを得ることを目的とし、期待収益率の高い投資を行うとともに、ア
セットアロケーションの調整により投資回収時における収益性と安定性を図っております。営業貸付金は、貸
付先ごとの体力に見合った範囲内での融資を方針としております。
借入金の資金使途は運転資金及び不動産投資資金であります。
 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、主として国内外の企業に対する営業貸付金であり、融資先企業の契約不履行に
よってもたらされる信用リスクに晒されております。当期の決算日現在における営業貸付金のうち、87％は不
動産賃貸業を主たる事業とする企業に対するものであり、当該不動産賃貸業を巡る経済環境等の状況の変化に
より、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。
また、有価証券投資には、リスクが高いものとして流動性に乏しい香港通貨建て非上場外国債券（前述の転
換社債型新株予約権付社債）が含まれ、純投資目的で保有しており、それぞれ発行体の信用リスク及び為替の
変動リスクに晒されております。
借入金は、一定の環境の下で当社が市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払いを実効できな
くなる流動性リスクに晒されており、また、借入金の一部については変動金利の借入れを行っており、金利の変
動リスクに晒されております。

 
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
当社は、管理諸規定に従い、営業貸付金について個別案件ごとの与信調査、内部格付、保証や担保の設定、問題
債権への対応など与信管理に関する体制を整備運用し、定期的に取締役による状況の把握、確認、今後の対応等
の協議を行い、適宜財政状態等のモニタリングを行っております。
営業未収入金及び長期貸付金についても、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに
期日及び残高を管理するとともに、財政状態等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
営業投資有価証券については、投資先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。

 

2.金融商品の時価等に関する事項
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平成22年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま
せん。（（注2）をご参照ください。）
 

（単位：千円）

 
貸借対照表
計上額

時　価 差　額

(1)現金及び預金 6,424 6,424 ―

(2)営業未収入金 13,422   

貸倒引当金(※) △6,711   

 6,711 6,711 ―

(3)営業貸付金 363,663   

貸倒引当金(※) △106,959   

 256,703 256,703 ―

(4)営業投資有価証券    

　 ①その他有価証券 ― ― ―

    

(5)長期貸付金 3,808,861   

貸倒引当金(※) △3,808,861   

 ― ― ―

(6)長期未収入金 55,023   

　貸倒引当金（※） △50,883   

 4,140 4,140 ―

(7)破産更生債権等 4,106   

貸倒引当金（※） △4,106   

 ― ― ―

資産計 273,978 273,978 ―

(1)短期借入金 230,000 230,000 ―

(2)１年内返済予定の
長期借入金

22,546 22,546 ―

(3)株主、役員又は従業
員からの短期借入金

6,000 6,000 ―

(4)長期借入金 247,108 247,108 ―

負債計 505,654 505,654 ―

(※)一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
 

（注１）金融商品の時価算定並びに有価証券に関する事項
資　産
(1)現金及び預金及び(2)営業未収入金
預金は全て満期のないものであり、営業未収入金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。
 
(3)営業貸付金
営業貸付金は、当該融資先企業の信用状況、期間及び貸出条件等に基づき当社の規定に則した固定金利
により融資を行うため、原則、市場金利の変動には影響を受けません。そのため、時価は帳簿価額と近似し
ており、当該価額をもって時価としております。
 
(4)営業投資有価証券
当事業年度末において時価のあるその他有価証券残高はありません。
 
(5)長期貸付金、(6)長期未収入金及び(7)破産更正債権等
長期貸付金、長期未収入金及び破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸
倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額
に近似しており、当該価額をもって時価としております。

 

負　債
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(1)短期借入金、(2)１年内返済予定の長期借入金及び(3)株主、役員又は従業員からの短期借入金
短期借入金、１年内返済予定の長期借入金及び株主、役員又は従業員からの短期借入金は短期間で決済され
るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
 
(4)長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考
えられるため、当該帳簿価額によっております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「資産(4)①その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：千円）

区　分 貸借対照表計上額

非上場株式(※1)(※2) 220

非上場会社の転換社債(※1) 1,564,791

(※1)市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象としてお
りません。

(※2)当事業年度において、非上場株式について３百万円減損処理を行っております。
 
（注３）金銭債権及び満期のある営業投資有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内

営業未収入金 13,422 ― ―

営業貸付金 363,663 ― ―

営業投資有価証券    

その他有価証券のうち満期があるもの ― ― 1,564,791

合計 377,086 ― 1,564,791

(※)長期貸付金3,808,861千円及び長期未収入金55,023千円については、それぞれ返済予定額が見込め
ないため、上記表中に含めておりません。
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（注４）借入金等の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

 
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

短期借入金 230,000 ― ― ―

１年内返済予定の長期借入金 22,546 ― ― ―

株主、役員又は従業員からの
短期借入金

6,000 ― ― ―

長期借入金 ― 49,038 20,719 177,350

合計 258,546 49,038 20,719 177,350

 

 

(有価証券関係)
前中間会計期間末(平成21年９月30日)
  子会社株式で時価のあるものはありません。
 
 
当中間会計期間末（平成21年９月30日）

１  その他の有価証券で時価のあるもの
該当事項はありません。

 
２  時価評価されていない主な有価証券

内　容 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

営業投資有価証券に属するもの  

　非上場株式 0

　社　債 704,395

合　計 704,395

(注) １. 当中間会計期間において、非上場株式について減損処理を行い、営業投資有価証券評価損220
千円を計上しております。

２. 時価評価されていない主な有価証券の減損にあたりましては、当中間会計期間末における当
該株式発行会社の財政状態等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うものと
しております。
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前事業年度末（平成22年３月31日)
　１　その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。
 
２　時価評価されていない主な有価証券

内　容 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

営業投資有価証券に属するもの  

　非上場株式 220

　社　債 1,564,791

合　計 1,565,012

(注) １. 当事業年度において、非上場株式について減損処理を行い、営業投資有価証券評価損3,203千
円を計上しております。

２. 時価評価されていない主な有価証券の減損にあたりましては、事業年度末における当該株式
発行会社の財政状態等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うものとしてお
ります。

 
 
(デリバティブ取引関係)
前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
中間連結財務諸表の注記として記載しております。
 
当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
 
前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）
中間連結財務諸表の注記として記載しております。
 

 
(ストック・オプション関係)
前中間会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
中間連結財務諸表の注記として記載しております。
 
当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
該当事項はありません。

 
前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
中間連結財務諸表の注記として記載しております。

 
 
(持分法損益等)
当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
該当事項はありません。
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(企業結合等関係)
前中間会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
中間連結財務諸表の注記として記載しております。
 
当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
該当事項はありません。

 
前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
中間連結財務諸表の注記として記載しております。

 
 
(資産除去債務関係)
当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
該当事項はありません。

 
 

(賃貸等不動産関係)
当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
該当事項はありません。

 
前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
該当事項はありません。

 
 

（追加情報）
当事業年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11
月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23
号　平成20年11月28日）を適用しております。
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(セグメント情報等)
【セグメント情報】
当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
１.　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会
が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ
ります。
当社は、投資事業を主たる業務としていることから、投資対象資産の種類・性質等を考慮し、「有価
証券投資事業」、「不動産投資事業」及び「その他投資事業」の３つを報告セグメントとしておりま
す。各報告セグメントの主要な事業内容は以下のとおりであります。
(1) 有価証券投資事業　　有価証券等への投資
(2) 不動産投資事業　　　販売用不動産及び賃貸物件等への投資
(3) その他投資事業　　　コンサルティング業務受託及びファイナンス紹介手数料等
 
 

２.　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間財務諸表作成のための基本となる重要
な事項」における記載と概ね同一であります。
報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

 
 
３.　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）1

調整額
（注）2

中間貸借対
照表計上額
（注）3 

有価証券
投資事業

不動産
投資事業

その他
投資事業

計

売上高        

外部顧客に対
する売上高

― 505,6808,600514,2806,187 ― 520,467

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 ― 505,6808,600514,2806,187 ― 520,467

セグメント利
益 又 は 損 失
（△）

△220 43,539 222 43,5416,187 ― 49,728

セグメント資
産

704,395 ― ― 704,395387,81619,1041,111,316

その他の項目        

減価償却費 ― ― ― ― ― 689 689

（注）1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、主に融資事業が
含まれております。

2.　調整額は以下のとおりであります。
(1)　セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに分配していない全社資産であります。
(2)　減価償却費の調整額は、各報告セグメントに分配していない減価償却費であります。

　　　3.　セグメント利益又は損失（△）は、中間財務諸表の売上総利益又は売上総損失（△）と一致しておりま
す。

 
 

４.　報告セグメント合計額と中間財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する
事項）

　　該当事項はありません。
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【関連情報】
当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
有価証券
投資事業

不動産
投資事業

その他
投資事業

その他 合計

外部顧客に
対する売上
高

― 505,680 8,600 6,187 520,467

 
 
２．地域ごとの情報
（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％超えるため、記載を省略しております。
 
（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。

 
 
３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

相手先 売上高 関連するセグメント名

株式会社東京アイネ 233,957 不動産投資事業

個人 128,110 不動産投資事業

個人 123,081 不動産投資事業

 
 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
　当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

当該事項はありません。
 
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
　当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
当該事項はありません。

 
 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
当該事項はありません。

 
 
（追加情報）
当中間会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年
３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 9.47円

 

１株当たり純資産額 1.97円

 

１株当たり純資産額 3.37円

 
１株当たり中間純損
失金額

0.16円

 

１株当たり中間純利
益金額

0.22円

 

１株当たり当期純損
失金額

3.49円

 
なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額について
は、１株当たり中間純損失で
あり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額について
は、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失で
あり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりませ
ん。

 
(注)  １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額
                        
  （千円)

4,999,109 1,037,150 1,780,815

純資産の部の合計額
から控除する金額
          （千円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間
期末（期末）の純資
産額    （千円)

4,999,109 1,037,150 1,780,815

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
中間期末（期末）の
普 通 株 式 の 数
              （千
株)

527,808 527,808 527,808
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２．１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下
のとおりであります。

 

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり中間純利
益金額又は中間（当
期）純損失金額

   

中間純利益又は中間
（ 当 期 ） 純 損 失
（△）（千円)

△86,811 116,730 △1,840,896

  普通株主に帰属し
な い 金 額
                  
（千円)

─ ─ ─

  普通株式に係る中
間純利益又は中間
（ 当 期 ） 純 損 失
（△）    （千円)

△86,811 116,730 △1,840,896

  普通株式の期中平
均株式数          
       （千株)

527,808 527,808 527,808
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1　重要な資産の担保提供
当社は、平成22年11月12日
開催の取締役会において、オ
リエント・フォーチュン・
ジャパン株式会社における三
菱東京UFJ銀行からの借入金
に対して担保提供を行うこと
を決議いたしました。その概
要は以下のとおりです。
 

1. 概要及び理由
　当社は、オリエント・フォー
チュン・ジャパン株式会社へ
の貸付金の早期回収を図るた
め、同社所有の不動産にて代
物弁済を受けることを決定い
たしました。
　しかしながら、当該不動産の
取得代金の一部が分割払いで
あり、その分割による未払を
担保するため、同社の三菱東
京UFJ銀行からの借入れに対
し、当該不動産の担保提供を
行うことで合意いたしまし
た。
 
2. 担保提供期間
平成22年11月15日から返済
完了時まで

3. 担保提供資産の種類及び簿
価

土地 594,000千円

建物 148,571千円

　 計 742,571千円

 
 

１　事業の撤退

当社は、平成22年５月13日
開催の当社取締役会におい
て、当社が行う融資事業から
の撤退を決議いたしました。
その概要は以下のとおりで
す。

 
1. その旨及び理由

企業構造の抜本的な見直し
に伴い、経営資源の効率化及
び事業の成長性等を含め勘案
した結果、融資事業から撤退
する結論に至りました。
2. 撤退する事業の内容、規模
（直近期の売上高）
撤退する事業の内容：融資事
業

平成22年３月期融資事業の売
上高：34,830千円

3. 撤退の時期

平成22年５月13日

4. 撤退が営業活動等へ及ぼ
す重要な影響等

融資事業からの撤退後は、
投資事業の中核であるマカオ
事業と不動産賃貸業に特化い
たします。
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(2) 【その他】
１ 重要な訴訟事件等
① 損害賠償等請求事件について
当社は平成20年６月20日に、佐々木憲一、北本幸寛、小澤政太郎を原告、当社を被告とする名誉毀損に
基づく損害賠償等請求事件（各自金11,000千円）が東京地方裁判所に提起されておりましたが、平成22
年７月７日に原告の請求を棄却する旨の当社勝訴の判決が言い渡されました。
しかしながら、原告により平成22 年７月20 日付で東京高等裁判所に控訴が提起され、現在係争中で
あります。

 
② 取締役報酬請求事件について
当社は平成20年７月８日に、佐々木憲一、北本幸寛、小澤政太郎を原告、当社を被告とする取締役報酬
請求事件（総額64,326千円）が東京地方裁判所に提起されておりましたが、平成22年９月30日におい
て、当社の主張を一部棄却し、当社に対し原告が請求する取締役報酬の一部（総額22,822千円）及びそ
れぞれの支払時期から支払完了までの年６％の利息の支払いを命じる判決が下されました。
当社はこの判決を不服として、平成22年10月13日付で東京高等裁判所に控訴を提起し、現在係争中で
あります。

 
③ 賃料請求事件について
当社は平成22年８月５日に、当社が保有していた販売用不動産の賃借人であった有限会社トライマ
ネージメントに対し、定期建物賃貸借契約に基づく未払の賃料の支払を求める支払督促の申立を行った
ところ、同社から異議申立てがなされたため、東京地方裁判所において訴訟手続きに移行し、現在係争中
であります。
 

④ 保証債務履行請求事件について
当社は平成22年８月５日に、阿部政夫に対し、同氏が代表取締役を務める有限会社トライマネージメ
ントと当社との定期建物賃貸借契約に基づく未払の賃料について、保証の履行を求める支払督促の申立
を行ったところ、同氏から異議申立てがなされたため、さいたま地方裁判所において訴訟手続きに移行
し、その後、本訴訟を東京地方裁判所に移送し、現在係争中であります。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。
 
(1) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公認会計士等の異動）の規定に
基づく臨時報告書を平成22年４月９日関東財務局長に提出。

 
(2) 臨時報告書の訂正報告書

上記(1)　平成22年４月９日提出の臨時報告書の訂正報告書
平成22年６月22日関東財務局長に提出。

 
(3) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第76期)（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)
平成22年６月29日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成21年12月25日

株式会社クオンツ

取締役会  御中

 

監  査  法  人　元　和  
 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    星    山    和    彦   ㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士    來    嶋    真    也   ㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社クオンツの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社クオンツ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

１　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度に3,715,003千円、当中間

連結会計期間に283,337千円の営業損失を計上するとともに、前連結会計年度に4,164,643千円の当期純

損失を、当中間連結会計期間においても478,734千円の中間純損失を計上している状況にあり、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由につい

ては当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

２　重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である株式会社安子の電話は、平成21年11月

30日付で情報通信事業を一時休止している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

 

※１  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別
途保管しております。

２  中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成21年12月25日

株式会社クオンツ

取締役会　御中

 

監　査　法　人　元　和  
 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　  星　　山　　和　　彦 　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　  來　　嶋　　真　　也　 ㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社クオンツの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第76期事業年度の中間会計

期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間

財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社クオンツの平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 
追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度に3,204,511千円、当中間会計期

間に218,257千円の営業損失を計上するとともに、前事業年度に5,318,911千円の当期純損失を、当中間会計

期間においても86,811千円の中間純損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸表に反映さ

れていない。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。
２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成22年12月24日
株式会社クオンツ
取締役会 御中

やよい監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 市　島　幸　三　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 近　　　　　暁　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられている株式会社クオンツの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの会計

年度の中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断

を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監

査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社クオンツの平成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前会計期間までに継続して経常

損失及び当期純損失を計上しているため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該

状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸

表に反映されていない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成22年11月12日開催の取締役

会において、購入した土地建物を購入代金の一部未払を担保するため購入先の銀行借入金に対し担

保提供を行う決議をした。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上

 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。
２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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